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研究成果の概要（和文）：　政治意識調査におけるDK回答（「わからない」という回答）の発生における日米の
文化差をサーヴェイ実験により確認した．その結果，以下のような知見を得ている．(1)日本人においては回答
の選択肢に中点が存在する場合DK回答が減るが，米国人においてはそうした傾向が見られない．(2)日本人にお
いては意見分布を示されることでDK回答が減るが，米国人ではそのような傾向は確認できない．(3)ジェンダ
ー，移民への態度については米国では社会的に望ましい回答をしようとする傾向が確認できるが，日本において
はそうした社会的望ましさバイアス（social desirability bias）が働かない．
　

研究成果の概要（英文）：Based on the survey experiments conducted in Japan and the U.S., we observe 
several cultural differences in the forming of DK ("Don't Know") responses to political questions. 
The following are our observations. (1) In Japan, when there is a middle point in the choice for 
responses, the rate of DK response tends to be lower, but not in the U.S. (2) When the Japanese see 
the distribution of public opinion, we observe that the rate of DK responses is lower, but this is 
not true for the U.S. (3) We observe social desirability biases concerning gender and immigrants 
issues in the U.S., but not in Japan.  
These findings suggest the necessity of examining cultural differences in the forming of political 
opinions, especially when we focus on social desirability biases. Whether social desirability biases
 influence some issues depends on the cultural context.

研究分野：政治学

キーワード： DK回答　社会的望ましさ　ジェンダー
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 本研究はもともと有権者の政治的無知が
政治的判断力の欠如（政治的無能）を意味す
るのかという問題意識からスタートしてい
る．この問題については，政治的無知は政治
的無能ではなく，適切な制度設計によって，
有権者の政治的無知を補うことができると
いう楽観論（Lupia and McCubbins 1998， 
Lupia 2016）と，有権者には政府の業績評価
能力がないとする悲観論（Achen and 
Bartels 2016, Healy and Malhotra 2009）が
併存している． 
 しかしながらそもそもこれまで有権者調
査において用いられてきた政治知識設問が，
有権者の政治的判断力を測定する上では適
切でないという主張もある（Lupia 2006, 
2016）．これを受けて山田(2006)は有権者の
政治的無知を示す指標として，政治に関する
設問への「わからない」という回答（いわゆ
る「DK回答」(Don’t Know Response）を用
い，政治的知識量が投票行動を大きく変える
ものではないことを示した． 
 DK 回答が生まれるメカニズムについての
先行研究は，政治的無知以外の要因が DK回
答を生む可能性を示唆している．それらの可
能性とは， (1) 社会的望ましさバイアス
（social desiarbility bias）による態度表明の
差し控え(西澤・栗山 2010，飯田 2013，
Berinsky 1999; 2004)，(2) 調査への回答を
省力化するために「わからない」と答える
satisficing (Krosnick, 1991; Krosnick et al. 
2002)などである． 
 世界価値観調査などの国際比較調査を見
ると，日本人の DK回答率が相対的に高いと
いう事実も確認される．DK 回答率の高さが
単純に政治的無知の程度を示すのだとすれ
ば，日本人は政治的に無知だということにな
る．しかしながら小林(2008)によれば，日本
人の政治的関心は，他国に比べ著しく劣ると
いうこともない．そうであるとするならば，
日本人のサーヴェイ・データにおける DK回
答率の高さは，それ自体解かれるべきパズル
である．すなわち，日本人有権者調査におけ
る DK率の高さは，日本人の政治的無知と無
能のゆえであるのか，それとも別の要因が働
いているのか．これらを明らかにすることは
国際比較調査設計上からも重要である． 
 
２．研究の目的 
 以上に示したような問題意識に基づき，本
研究はDK回答の発生メカニズムをサーヴェ
イ実験により明らかにしていくことで，日本
人の高いDK回答率の内実を明らかにするこ
とを研究目的の 1つとした．単なる無知以外
にDK回答が生まれる理由としては先行研究
から，社会的望ましさバイアス (social 
desirability bias)の問題が指摘されているた
め，そのようなバイアスが日本においても検
出されるのかを確認することも重要な目的
であった．社会的望ましさバイアスについて

の理論はこれまで主にアメリカにおけるデ
ータによって検証されてきたが，それ以外の
国のデータによる検証は少ない．しかしなが
らそもそも社会的望ましさは社会規範に依
存しており，異なる社会規範を持つところで
は，異なる振る舞いが求められるはずである．
ここにアメリカと異質な文化を持つとされ
る日本のデータで理論仮説の妥当性を検証
することの意味がある．一方，文化心理学的
知見はすでに，DK 回答発生メカニズムにお
け る 文 化 差 の 存 在 を 指 摘 し て い た
（Hamamura, Heine, and Palhaus 2008；
田崎・二ノ宮 2013））．よってこの点につい
ても日本と同様な実験手法によって確認す
ることを目指すこととした． 
 
３．研究の方法 
 このような目的を達成するために本研究
プロジェクトでは以下のような方法を用い
た．日本と米国においてそれぞれサーヴェイ
実験を行ない，どのような条件のもとで DK
回答率が変化するかを検討した．具体的には
世界価値観調査（World Values Survey）に
おいて用いられている，外国人や女性に対す
る態度を尋ねる設問を利用し，社会的望まし
さバイアスの影響を検出するためにリスト
実験，コンジョイント実験などの手法を併用
した．またこのようなサーヴェイ実験を日米
両国で行なうために，宮本百合（ウィスコン
シン州立大学マディソン准教授），James N. 
Druckman（ノースウェスタン大学教授）の
協力を受けた． 
 まずはパイロット・サーヴェイとして，日
米双方で学生を対象に実験を行なった．そこ
で有効性を確認したのちに，日米の双方で有
権者対象の Web 調査を行ない，日米の結果
を比較した．なおこのような Web 調査を行
なうプラットフォームとしては Qualtrics を
用いた． 
 サーヴェイ実験においては，回答選択肢の
操作（中点の有無）や，世論分布の提示／非
提示などを行ない，これらの処理による分布
の変化を確認することとした．また，社会的
望ましさバイアスの有無を確認するために，
リスト実験（政治学における代表的な研究と
して Streb et al. 2008），コンジョイント分析
(Hainmueller et al. 2014）などの手法を用い
た．これらの手法は回答者が直接表明しない
偏見などを析出するためにしばしば用いら
れる． 
 
４．研究成果 
 実験結果によって得られた主な知見は以
下である．(1) 日本人は米国人よりも中点を
選びがちであり，中点が存在しない場合 DK
回答率が上がる．ただし必ずしも多数派迎合
ではない．(2) 世論の意見分布が提示される
ことによって回答の分布が大きく変わる日
本に対して，米国ではそのような傾向は生ま
れない．(3) 米国において看取されるジェン



ダーや移民問題における社会的望ましさバ
イアスは日本では観察されない（以上，学会
発表④⑥⑧⑨⑩）．(4)日本政治においてジェ
ンダー・ステレオタイプから逸脱した女性候
補者は，得票で損をする傾向があった（学会
発表①②③⑦）．(5) 米国における女性大統
領誕生への拒否感は大きく緩和されており，
特定の社会階層に集中する一方，民主党支持
層においてはほぼ消失した（Burden, Ono, 
and Yamada 2017）．(6) 政党に対して拒否的
な態度をとる有権者層に，政党関連の情報を
示すと DK 回答率が有意に上がる（善教・秦
2017）． 
 方法論的な知見としては，(1) リスト実験
を通じた投票参加の過大推計バイアス軽減
手法の開発（善教 2016）や，(2) コンジョイ
ント実験についての検討（Son・善教 2016），
(3) Satisficer の発見と対応方法の開発（三
浦・小林2015a,2015b,2015c, 2016, Miura and 
Kobayashi 2016）などを得ている． 
 これらの知見については国内外を問わず
多くの学会で報告を行ない，論文として発表
している．また国際ジャーナルへの投稿も複
数行なった中で，Burden, Ono, and Yamada 
(2017)は The Journal of Politics (79;3)
に掲載が確定している． 
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